
追加募集

2018． 12月15日号

試験区分 受験資格

上級電気[一般採用]
(大学卒業程度）

平成30年度

平成元年４月２日～平成９年４月１日生まれの人

■申込み・問合せ　庶務課（内線214）　〒999-3192上山市河崎一丁目1番10号
■受付時間　月～金曜午前8時30分～午後5時15分

一次試験日 １月27日㈰ 一次試験会場 上山市役所

受付期間

1/7月
まで

■住所要件
　採用後、特別な理由がある場合を除き上山市内に居住で
きる人

■採用予定人数　
　若干名

■受験に必要な書類
　受験案内・受験申込書などは、庶務課（市役所２階)で交
付しています。郵便で請求する場合は、受験希望の試験区

分名が分かるように明記したもの（様式は自由）と、92円切手
を貼ったあて先明記の返信用封筒（第１種定型：長さ23.5cm
以内、幅12cm以内）を同封してください。
　受験案内・受験申込書などは、市ホームページでダウンロー
ドすることができます。

※一次試験の試験種目、試験時間など詳細については受験
案内をご覧ください。
※二次試験については、一次試験合格者を対象に通知しま
す。概要は受験案内をご覧ください。

上級電気[社会経験者採用]
(大学卒業程度）

昭和54年４月２日以降に生まれた人で、平成30年11月末現在で５年
以上の社会人としての職務経験（※）があり、かつ、同一組織に３年
以上勤務経験がある人。また、受験申込日現在正社員・正職員とし
て勤務している人

平成元年４月２日以降に生まれた人で、保健師資格を有する人（平成
31年３月末まで取得見込みの人を含む）

保健師[一般採用]
(短大卒業程度）

昭和54年４月２日以降に生まれた人で、保健師資格を有し、平成30
年11月末現在で５年以上の保健師、看護師等としての職務経験（※）
があり、かつ、同一組織に３年以上勤務経験がある人。

保健師[社会経験者採用]
(短大卒業程度）

※アルバイト、パートタイムおよび契約社員などの職務経験は含みません。

12.15

上山市職員採用試験

No.1498
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149,300
143,500技能労務職

一般行政職

職　　員　　数
(１) 部門別職員数(人)

(２) 採用者数(人)

(３) 退職者数(人)

(４) 職員採用試験の実施状況(人)

対前年
増減数 主　な　増　減　理　由

業務効率化

施設の指定管理

有害鳥獣への対応

土木関係業務の増加への対応

施設民営化への対応
救急出動の増加への対応

農業集落排水事業への対応

（注）職員数は一般職に属する職員数であり、山形広域環境事務組合派遣職員４人を除
きます。
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平成30年 29年

（各年４月１日現在）

１　職員の任免および職員数に関する状況

(２) 職員給与費の状況(千円)

(３) 職員の初任給の状況(円)

２　給与の状況

合　　計

一般行政職
保 育 職
消 防 職
合　計

一般行政職
消 防 職
技能労務職
合　計

上級行政職
上級土木職
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消 防 職
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平成29年度区　分 28年度

平成29年度 28年度
区　分

定年 勧奨 小計その他 定年 勧奨 小計その他
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（注）その他には、自己都合退職を含みます。

（注）追加募集での試験実施分を含みます。

試験区分 申込者数 最終合格者数第１次試験
受験者数

第１次試験
合格者数

職 員 数
給　与　費

給　料 その他手当 計期末勤勉手当
職員１人当た
り給与費

299人 1,115,254 413,430 117,949 1,646,633 5,507
（注）その他手当には退職手当は含まれていません。

区　分 上山市　 山形県　 国
183,700
179,２00
147,１00高校卒

高校卒

大学卒 総合職
一般職

（平成30年４月１日現在）

(平成29年度普通会計決算)

(１) 人件費の状況(千円)
住民基本台帳人口
(平成30年３月末)

歳出額
(Ａ)

人件費
(Ｂ)

人件費率
(Ｂ/Ａ)

平成28年度
の人件費率実質収支

30,73６人 17,０93,496 2,647,295605,757 15.5％ 16.０％
（注）人件費には特別職（市長、副市長、市議会議員など）に支給する給与・報酬など
を含みます。

(平成29年度普通会計決算)

（平成29年度中）

(５) 一般行政職の級別職員数の状況
（各年度４月１日現在）

29年度
構成比

25年度
構成比
15.3%
10.2%
３5.6%
15.9%
13.4%
9.6%
100%

職員数区分 標準的な
職務

平成30年度
職員数構成比

１級
２級
３級
４級
５級
６級
合計

主事
主任
主査
副主幹
主幹
課長

 37人
 ２7人
 35人
 ３7人
 １0人
 1７人
163人

22.7%
16.６%
２1.5%
２2.7%
  6.1%
10.4%
 100%

24.0%
12.6%
25.3%
20.3%
7.0%
10.8%
 100%

(６) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況(円)（平成30年４月１日現在）

区　分

一般行政職

技能労務職

大学卒
高校卒
高校卒

経　験　年　数
10年以上
15年未満

15年以上
20年未満

20年以上
25年未満

291,800
―
―

330,400
―
―

355,000
330,900
299,800

区　　分 上山市 国
６月期 12月期 計 ６月期 12月期 計

期末手当
勤勉手当

1.225月分
0.85月分

1.375月分
0.85月分

2.60月分
1.70月分

1.225月分
0.90月分

1.375月分
0.90月分

－

2.60月分
1.80月分

加算措置

職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置あり
・役職加算　5～15％

１人当たり
平均支給額

職制上の段階、職務の級等に
よる加算措置あり
・役職加算　5～20％
・管理職加算　10～25％

(７) 職員手当の状況
（平成30年４月１日現在）ア 期末手当・勤勉手当 （各年度普通会計決算）エ 時間外勤務手当

（平成30年４月１日現在）イ 退職手当

（平成30年４月１日現在）ウ 特殊勤務手当

区　　　分 上山市 国
自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

勤続20年
勤続25年
勤続35年
最高限度

19.6695月分
２8.0395月分
39.7575月分
４7.70９月分

24.586875月分
33.27075月分
４7.70９月分
４7.70９月分

19.6695月分
２8.0395月分
39.7575月分
４7.709月分

２4.58687５月分
33.27075月分
４7.709月分
４7.709月分

その他の加算措置

退職時特別昇給
１人当たり平均支給額

1,453千円

支 

給 

率

定年前早期退職特例措置
（2～45％加算）

定年前早期退職特例措置      
（2～45％加算）

な　し な　し
－17,256千円

（注）１人当たり平均支給額は、平成29年度に退職した全職員の平均額です。

手当の名称 支給対象業務 支給単価 平成29年度支給実績

防疫等作業手当

行旅死亡人
取扱手当

感染症患者を救護・搬送
した場合など
行旅死亡人の取扱作業に
従事した場合

日額
300円
１件

3,000円

0円

0円

区　　　分 平成29年度 28年度
支給総額
職員1人当たり支給年額

74,616千円
267千円

73,728千円
266千円

◇配偶者 月額6,500円
◇子
　１人につき月額10,000円
◇父母等
　1人につき月額6,500円
◇満16歳の年度初めから
　満22歳の年度末の子
　１人につき月額
　5,000円加算

◇配偶者 月額6,500円
◇子
　１人につき月額10,000円
◇父母等
　1人につき月額6,500円
◇満16歳の年度初めから
　満22歳の年度末の子
　１人につき月額　　　　
　5,000円加算

◇借家
　限度額…月額27,000円
◇持家　なし
◇交通機関利用
　限度額月額55,000円
◇交通用具使用
　限度額月額24,500円

◇交通機関利用
　限度額月額55,000円
◇交通用具使用
　限度額月額31,600円

◇借家
　限度額…月額27,000円
◇持家　なし

区分 上山市 国

扶 

養 

手 

当

住
居
手
当

通
勤
手
当

（平成30年４月１日現在）
オ 扶養手当、住居手当、通勤手当の状況

(８) ラスパイレス指数の状況

(９) 特別職の報酬等

区　分 平成29年度
上山市
山形県

99．2
101.０

区　　分 給料等月額 期末手当 退職手当
 市　長
 副市長
 議　長
 副議長
 議　員

給
料

報
酬

920,000円
695,000円
435,000円
385,000円
360,000円

給料等月額に
40％を加算し
６月期 1.５5月分
12月期 1.６５月分

（平成30年４月１日現在）

－

給料月額×在職月数×0.567
給料月額×在職月数×0.331

なし

区　分
一般行政職 技能労務職

平均給料 平均給与 平均給料 平均給与平均年齢 平均年齢
上山市
山形県
国

307,200
340,900
329,845

354,400
424,600
－

353,000
336,500
286,817

373,800
377,100
－

39.9歳
44.2歳
43.5歳

５1.5歳
49.9歳
50.7歳

(４) 職員の平均給料月額および平均年齢
（平成30年４月１日現在）

（注）平均給与月額は、平成30年４月の給料、扶養手当、住居手当、
通勤手当、時間外勤務手当（選挙事務従事によるものを含む）等の各
種手当を合計したものの平均額です。

4
54
18
56
21
1
18
11
20
203
45
55
100
9
4
10
23
326

（注）支給総額には、選挙事務を含みます。

人事行政の運営等の状況をお知らせします
上山市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づき、職員の数や給与、勤務条件等について次のとおり公表します。

（注）ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とし
た場合の地方公務員の給与水準を示す指数をいいます。

■問合せ  庶務課　内線21４

4
55
18
5８
21
1
17
11
19
20４
4３
5３
9６
9
3
10
22
32２

６
１

７

　１
　１

２

７
２

９

 ３８人
 ２０人
 ４０人
 ３２人
 １１人
 1７人
15８人

28年度
98．6
101.０

27年度
9７.0
10０.8

26年度
96.2
100.6



在宅介護時対応住宅貸付
災害貸付弔慰金

結婚祝金

(１) 分限処分者数（平成29年度）

(３) 休業制度等の状況  （平成30年４月１日現在）

４　分限および懲戒処分の状況

(１) 勤務時間の状況（平成30年４月１日現在）
３　勤務時間その他の勤務条件の状況

　分限処分とは、公務能率の維持向上を目的として、本人の意に
反し、その身分に不利益な変動をもたらす処分です。
　

(２) 懲戒処分者数（平成29年度）
　懲戒処分とは、公務の規律と秩序を維持することを目的として、
職員の一定の義務違反に対して、その責任を追及して行う行政上
の不利益処分です。

(３) 勤務条件に関する措置の要求の状況(２) 公務災害・通勤災害の状況（平成29年度）
　職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、公平委員会に対し
て、適当な措置を執られるべきことを要求することができます。
　平成29年度において、該当事案はありません。

(４) 不利益処分に関する不服申立ての状況
　職員は、懲戒その他その意に反する不利益な処分を受けた場合には、公平
委員会に対して、不服申立てをすることができます。
　平成29年度において、該当事案はありません。

区　　分 降給 降任 休職 免職
処分者数 2人

公務上または通勤時の負傷または疾病
結核性疾患
高血圧病、悪性新生物による疾病、精神および神経
に係る疾病等で任命権者が特に認めるもの

病気休暇・休職からの復職後も
通常勤務が困難な場合

上記以外の負傷または疾病

必要と認められる期間
１年以内で必要と認められる期間

90日以内で必要と認められる期間

180日以内で
必要と認められる期間

60日以内で必要と認める期間中
１日につき必要と認められる時間

承 認 基 準 取得可能期間
イ 病気休暇（有給）

承 認 基 準 取得可能期間
エ 介護休暇・介護時間・組合休暇（無給）

承 認 基 準 取得可能期間
ウ 特別休暇（有給）ア 年次有給休暇

（平成30年４月１日現在）

１年につき20日付与（未取得日数分は、20日を上限に翌年に
繰越可能）

(２) 休暇制度の状況

公民としての権利を行使
裁判員、証人、参考人等としての裁判所等への出頭
骨髄移植ドナー休暇
ボランティア休暇
結婚休暇

必要と認められる期間
必要と認められる期間
必要と認められる期間
一の年において５日の範囲内の期間
７日の範囲内の期間

１日の範囲内の期間

女性職員の出産 産前８週間（多胎妊娠は14週間）
産後８週間

続柄に応じ、1日から10日の範囲
内の期間

勤務時間の始めまたは終わりにつき、１日
を通じて１時間以内の時間

親族が死亡した場合

女性職員の生理
生後１年に達しない子を育てる場合

２日以内
１日２回それぞれ30分以内の時間

母子保健法に規定する
保健指導・健康診査
妊娠中の女性職員・胎児の健康保
持のための休息または補食

災害時において、退勤途上における身
体の危険を回避する場合

妊娠中の女性職員・胎児の健康
保持のための通勤緩和
妻の出産
育児参加をする場合

小学校就学前の子の看護休暇

短期の介護をする場合

災害による住居滅失・損壊
災害・交通機関の事故等による出勤困難

必要と認められる時間

必要と認められる時間

必要と認められる期間

区分

介護
休暇

組合
休暇

配偶者、父母、子、配偶者の父母、
祖父母、兄弟姉妹等を２週間以上
にわたり介護する場合

任命権者の許可を得て登録された職員団
体の業務または活動に従事する場合

３回を超えず、通算６月を
超えない範囲内の期間

一の年につき30日の範囲
内の期間

承 認 基 準 取得可能期間区分
育児
休業

部分
休業

育児短
時間勤
務

３歳に満たない子を養育する
場合（無給）

小学校就学前の子を養育す
る場合（週19時間35分、週
24時間35分、週３日または週
２日半のうち選択した勤務時
間に応じ有給）

養育する子が小学校就学の
始期に達するまでの期間で、
１月以上、１年以下

小学校就学前の子を養育す
る場合（無給）

養育する子が３歳に達する日
までの期間
養育する子が小学校就学の始期
に達するまでの期間で、１日の勤務
時間の始めまたは終わりに２時間
以内の時間

１週間の勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間
38時間45分 午前８時30分 午後５時15分 正午～午後１時

（注）業務の性質により、上記の勤務時間によることができない
勤務箇所（消防署など）の勤務時間は別に定めています。

(１) 職員研修の実施状況（平成29年度） (２) 勤務成績の評定状況
６　研修および勤務成績の評定の状況

(１) 職員の福利厚生事業（平成30年度)
７　福祉および利益の保護の状況

区　　分 主な研修内容 実施研修数 受講者数

基本研修
一般研修 新採研修等 2件

6件
50件

80人
205人
98人

ワークライフバランス研修等
研修機関等への派遣

特別研修
派遣研修

　平成２８年度から人事評価制度を導入して
います。

ア 保健事業（主なもの）

イ 給付事業（主なもの）

事　業　名 実施主体事 業 の 概 要

共済総合健診

◇基本健診（全員）◇胃がん検診（30歳以上）
◇大腸がん検診（40歳以上）
◇肺がん検診（４０歳以上で喫煙指数600以上等の受診資格を有する希望者）
◇前立腺がん検診（50歳以上の男性）
◇Ｃ型肝炎検診（35歳および３６歳以上で未受診の希望者）

◇退職前人間ドック助成（退職予定等の希望職員）
◇節目年齢人間ドック助成（40歳、50歳の希望職員）
◇脳ドック助成（45歳以上の希望職員）
◇歯周病検診（40歳以上５歳ごとの希望者）
◇人間ドック助成（退職前人間ドックを受診した職員）

選択健診

婦人科検診 ◇子宮がん検診（20歳以上の女性）
◇乳がん検診（30歳以上の女性）

メンタルヘルスケア

健康増進

◇健康ホットライン24時(随時)
◇ライフプランセミナー(35歳および45歳、退職予定職員）◇元気サポート塾（メタボリックシンド
ローム初期段階の希望する職員）

市（共済組合に委託）

共済組合

共済組合

共済組合

互助会

共済組合
厚生会

ウ 貸付事業

事　項 互助会 厚生会

区　分

共済組合
(法定給付以外のもの)

傷病のとき
死亡したとき
結婚したとき
妊娠・出産したとき
退職したとき

傷病手当金・傷病手当附加金
埋葬料附加金

出産金

弔慰金
結婚祝金
出産祝金
退職せん別金

貸付の種類
住宅貸付

普通貸付
特別貸付

最高限度額 貸付利率 実施主体

共済組合

認定件数
負傷 疾病 合計

(１) 職務専念義務の免除
５　服務の状況

　職員は、地方公務員法の規定により、法律または条例に特別
の定めがある場合を除き、その勤務時間中において、職務に専
念する義務があります。職務に専念する義務を免除される例と
して次のような場合があります。
・研修を受ける場合
・他の地方公共団体等からの委嘱を受けて、講演または講義を
行う場合
・職務遂行上必要な国、地方公共団体の実施する競争試験、その
他の試験を受ける場合

(２) 営利企業等への従事許可
　職員は、地方公務員法の規定により、任命権者の許可を受け
なければ、営利企業の役員等の地位を兼ね、もしくは自ら営利
を目的とする私企業を営み、または報酬を得ていかなる事業も
しくは事務にも従事してはならないことになっています。許可
される例として次のような場合があります。
・市の出資法人の非常勤取締役として、無報酬で就任する場合
・居住地区の消防団員として、消火・水防活動に従事する場合

家族の追悼のための特別な行事

夏季休暇
感染症発生による交通しゃ断など 必要と認められる期間

必要と認められる期間
15日以内で必要と認められる期間

(注）共済組合とは山形県市町村職員共済組合を、互助会とは山形県市町村職員互助会を、厚生会とは上山市職員厚生会をいいます。

1,800万円
300万円
1,900万円
200万円
200万円

１.26％
１.00％
0.93％
１.26％
１.26％

公務災害
通勤災害
計

4件
0件
4件

4件
0件
4件

人事行政の運営等の状況

区　　分 戒告 減給 停職 免職
処分者数 ー

■問合せ  庶務課　内線21４

７月から９月の期間内で、３日の範
囲内の期間

1人 ー ーー ー ー

◇禁煙外来助成 厚生会

介護
時間

要介護者への日常的に必要な介
護に対応するための時間

連続する３年の期間内で、
1日につき２時間を超えな
い範囲内の期間



７

Information 　Information 　

Information 　

　市内の温泉旅館に宿泊して、体験学習を通してじっくりと自身の健康と向き合い、仲間と一緒に楽しみながら健康づくりの
秘訣を学びます。宿泊後の家庭実践でも、６か月にわたって専門家がサポート。この機会に健康なカラダを取り戻しましょう。

お詫びと訂正

　市報12月１日号（No.1497）の８ページで、表記に誤
りがありました。お詫びして訂正いたします。

（誤）晋藤純一 代表取締役社長 

（正）晋道純一 代表取締役社長 





全国にクール便でお届けします!!
上山市矢来一丁目７－26

672-0298 
お に く やご注文

承り中

12/18(火)まで
ご予約価格!!

米沢牛・山形牛

クリスマス、年末年始も、お肉が笑顔を届けます！

ローストチキン
クリスマスディナーの主役クリスマスの定番・リッチな味

ローストビーフ
香ばしく焼き上げた

とりもも焼

矢
来
地
区
会
主
催

遺品整理のお悩み、解決いたします
お気軽にお問い合わせください
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